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小・中学校等における病気療養児に対する ICT等を活用した学習活動を 

行った場合の指導要録上の出欠の取扱い等について(通知) 

 

 疾病による療養のため又は障害のため、相当の期間学校を欠席すると認められる児

童生徒（以下「病気療養児」という。）に対する教育については、関係者においてその

充実を図るための様々な取組が行われているところです。 

 先般、病気療養児に対する教育の一層の充実を図るため、小学校、中学校、義務教

育学校、中等教育学校の前期課程、特別支援学校小学部・中学部（以下「小・中学校

等」という。）において、病院や自宅等で療養中の病気療養児に対し、インターネット

等のメディアを利用してリアルタイムで授業を配信し、同時かつ双方向的にやりとり

を行った場合（以下「同時双方向型授業配信」という。）の指導要録上の出欠の取扱い

について、弾力化を図ってきたところです。 

 一方、病気療養児については、同時双方向型授業配信のみでは、時々の病状や治療

の状況により教育機会の保障として十分でない可能性があります。 

 そこで、この度、事前に収録された授業を、学校から離れた空間で、インターネッ

ト等のメディアを利用して配信を行うことにより、児童生徒が視聴したい時間に受講

することが可能な授業配信の方式（以下「オンデマンド型授業配信」という。）を含

む、ICT等を活用した学習活動を行った際の指導要録上の出欠の取扱い等については、

下記によることとしましたので、適切に対応されるようお願いします。 

 なお、ICT等を活用した学習活動とは、ICT（コンピューターやインターネット、遠

隔教育システムなど）や郵送、FAX などを活用して提供される学習活動のことを指し

ます。 



 各都道府県教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対

して、各指定都市教育委員会におかれては所管の学校に対して、各都道府県知事及び

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体におかれては所轄

の学校及び学校法人等に対して、各国公立大学法人におかれては附属学校に対して、

本通知の趣旨について周知くださるようお願いします。 

 なお、「小・中学校等における病気療養児に対する同時双方向型授業配信を行った

場合の指導要録上の出欠の取扱い等について（通知）」（平成 30年９月 20日付け文部

科学省初等中等教育局長通知）については本通知をもって廃止します。 

 

記 

 

第１ 趣旨 

  小・中学校等では、病院や自宅等で療養中の病気療養児に対する学習支援として

同時双方向型授業配信やそれを通じた他の児童生徒との交流を行っている場合が

あり、それにより病気療養児の教育機会の確保や学習意欲の維持・向上、学習や学

校生活に関する不安感が解消されることによる円満な復学につながるなどの効果

が見られている。このような状況を踏まえ、病気療養児に対する教育の一層の充実

を図るため、小・中学校等において同時双方向型授業配信を行った場合、校長は、

指導要録上出席扱いとすることができることとしている。 

しかし、病気療養児については、その時々の病状や治療の状況によりリアルタイ

ムで授業を受けることが困難な場合があり、同時双方向型授業配信のみでは教育機

会を十分に保障できない可能性がある。このような児童生徒に対して、「第２ 指導

要録上の取扱い等」及び「第３ 留意事項」に記載の事項等を踏まえた上で、病院

や自宅等において ICT等を活用した学習活動を行った場合、校長は、指導要録上出

席扱いとすること及びその成果を評価に反映することができることとする。 

 

第２ 指導要録上の取扱い等 

小・中学校等において、当該学校に在籍する病院や自宅等で療養中の病気療養児

に対し、受信側に教科等に応じた相当の免許状を有する教師を配置せずに ICT等を

活用した学習活動を行った場合、校長は、指導要録上出席扱いとすること及びその

成果を当該教科等の評価に反映することができることとする。 

なお、ICT等を活用した学習活動を行うに当たっては、学校教育法（昭和 22年法

律第 26号）、学校教育法施行規則（昭和 22年文部省令第 11号）、小・中学校の設置

基準及び学習指導要領等の関係法令の規定に留意して行う必要があること。特に、

以下のような事項に留意すること。 

（１）教育職員免許法（昭和 24年法律第 147号）の規定を踏まえ、配信側の教師は、

当該病気療養児が在籍する学校の教師の身分を有する者であり、中学校等におい

ては同時双方型授業配信を行う教科等に応じた相当の免許状を有する者である



必要があること。 

（２）同時双方向型授業配信において、配信側及び受信側で同時に授業を受ける一学

級の児童生徒の合計数は、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期

課程にあっては、小学校設置基準（平成 14年文部科学省令第 14号）第４条及び

中学校設置基準（平成 14年文部科学省令第 15号）第４条の規定を踏まえ、原則

として 40 人以下とすること。特別支援学校の小・中学部にあっては、特別支援

学校設置基準（令和３年文部科学省令第 45号）第５条の規定を踏まえ、６人（視

覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由又は病弱のうち二以上併せ有する児童

又は生徒で学級を編成する場合にあっては、３人）以下を標準とすること。 

（３）教室等で授業を受ける場合と同様、教科用図書や教材については、学校教育法

第 34条（同法第 49条、第 49条の８、第 70 条第１項、第 82条において準用す

る場合を含む。）の規定や「学校における補助教材の適切な取扱いについて」（平

成 27年３月４日付け 26文科初第 1257号文部科学省初等中等教育局長通知）等

に基づき、適切に対応すること。なお、小・中学校等のうち、特別支援学級及び

特別支援学校の小・中学部にあっては、同法附則第９条の規定にも留意すること。 

 

 

第３ 留意事項 

  本取扱いに当たっての留意事項は、以下のとおりであること。 

 １ 本取扱いにおける病気療養児に該当するか否かの判断は、疾病や障害に関する

医師等の専門家による診断書等や、文部科学省が就学事務の参考資料として作成

し配布している「障害のある子供への教育支援の手引」に示された障害種ごとの

障害の状態等を基に、文部科学省が平成 26 年度に実施した長期入院児童生徒に

対する教育支援に関する実態調査で示された年間延べ 30 日以上の欠席という定

義を一つの参考としつつ、小・中学校等又はその管理機関が行うこと。 

 

２ 病気療養児の学習場面においては、学校と保護者が連携・協力し、病気療養児

の状態等を踏まえ、体調の管理や緊急時に適切な対応を行うことができる体制を

整えること。当該対応を行う者としては、例えば、保護者自身、保護者や教育委

員会等が契約する医療・福祉関係者等が考えられること。 

 

３ ICT 等を活用した学習活動を行うに当たっては、以下のような事項について配

慮すること。 

（１）教師と病気療養児が、互いにやりとりを行うこと。なお、病気療養児の状態

等を踏まえ、音声や文字のみによるやりとりも可能であること。 

（２）病気療養児の教師に対する質問の機会を確保すること。 

（３）画面では黒板の文字が見づらい等の状況が予想される場合には、あらかじめ

病気療養児にプリント教材等を準備するなどの工夫をすること。 



（４）病気療養児が ICT 等を活用した学習活動に係るシステムを利用するに当たっ

て必要な支援を行うこと。 

（５）病気療養児の体調の変化等に留意し、ICT 等を活用した学習活動を行うこと

が適当でないと考えられる場合には、直ちに中止できるようにすること。 

 

４ オンデマンド型授業配信を行うにあたっては、以下のような事項について留意

すること。 

（１）ICT等を活用した学習活動を実施する場合、原則として、同時双方向型授業配

信を実施すること。当該児童生徒の病状や治療の状況、医師等の意見等から、

配信側の授業時間に合わせて同時双方向型授業配信を受信することが難しいと

学校において判断した場合に限り、本人及び保護者の意向を踏まえオンデマン

ド型授業配信を行うことが可能であること。 

（２）当該児童生徒がオンデマンド型授業配信による学習を円滑に進めることがで

きるよう、ICT 機器の取扱いや学習課題等について相談できる体制を整えるこ

と。 

（３）オンデマンド型授業配信の実施の可否については、当該児童生徒の学齢や発

達段階、家庭や医療機関等との連携状況等を踏まえ、学校において適切に判断

すること。実施後も児童生徒の授業時の様子等について、保護者、医療機関等

より適宜情報を得ること。 

（４）学習評価においては、定期的な訪問やオンラインでの面接、メールでのやり

取り等を通して、動画の視聴及び学習状況を可能な限り把握するとともに、課

題提出等、工夫して行うこと。なお、効果的なオンデマンド型の授業の在り方

については、令和５年度より文部科学省において調査研究を行う予定であるこ

と。 

（５）グループ活動や演習等、教師と児童生徒、児童生徒間の相互のやりとりが中

心となる教育活動については、教師や児童生徒と同時双方型により接続されて

いることが必要であることから、オンデマンド型授業配信によらないこと。 

 

５ 配信側の教室等において実施している授業を配信する場合だけでなく、配信を

行う場所には教師だけがいて、授業を受けている児童生徒がいない場合も ICT 等

を活用した学習活動に含まれること。 

 

６ ICT 等を活用した学習活動と併せて、教師が定期的に病気療養児を訪問するこ

とにより、その学習や生活の状況を把握し、適切な指導や必要な支援を行うこと

が望ましいこと。その際、病気療養児の心理面に配慮し、学習意欲が向上するよ

うな支援も実施すること。なお、病気療養児の状態等により訪問することが難し

い場合は、インターネット等のメディアを利用して行うことも考えられること。 

 



７ 本取扱いにおける病気療養児に対する ICT等を活用した学習活動は、原則とし

て「学校の管理下」ではなく、独立行政法人日本スポーツ振興センター法（平成

14年法律第 162号）による災害共済給付の対象とならないが、独立行政法人日本

スポーツ振興センター法施行令（平成 15 年政令第 369 号）で定める「学校の管

理下」の範囲において、学校が受信側に教職員や教育委員会等が契約する医療・

福祉関係者などの安全管理を行う者を配置することにより、病気療養児が、当該

校の指示、監督の下で ICT等を活用した学習活動を受けていると認められる場合

は、給付の対象になり得るため、具体の事例については必要に応じて独立行政法

人日本スポーツ振興センターに照会されたいこと。 

 

８ このほか、以下の通知についても参照すること。 

① 高等学校段階におけるインターネット等のメディアを利用した授業等について 

・「高等学校段階の病気療養中等の生徒のオンデマンド型授業に関する改正に

ついて（通知）」（令和５年３月 30日付け４文科初第 2563号文部科学省初等

中等教育局長通知） 

・「高等学校等における遠隔教育の実施に係る留意事項について」（令和３年２

月 26日付け２文科初第 1818号文部科学省初等中等教育局長通知） 

・「学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行について」（令和２年５月

15日付け２文科初第 259号文部科学省初等中等教育局長通知） 

・「高等学校等におけるメディアを利用して行う授業に係る留意事項について」

（令和元年 11 月 26 日付け元文科初第 1114 号文部科学省初等中等教育局長

通知） 

・「学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行等について」（平成 27年４

月 24日付け 27文科初第 289号文部科学省初等中等教育局長通知） 

② 病気療養児に対する教育について 

・「病気療養児に対する教育の充実について」（平成 25 年３月４日付け 24 初特

支第 20号文部科学省初等中等教育局特別支援教育課長通知） 

・「病気療養児の教育について」（平成６年 12 月 21 日付け文初特第 294 号文部

科学省初等中等教育局長通知） 

③ ICT等を活用した学習活動を行った場合の指導要録上の出欠の取扱いについて 

・「不登校児童生徒への支援の在り方について（通知）」（令和元年 10月 25日付

け元文科初第 698号初等中等教育局長通知） 

 

特に、入院等により特別支援学校等に一時転学等している児童生徒に対し、復

籍を見据えた支援を行うことは重要であり、入院等の前に通学していた学校が転

学先の特別支援学校等と連携し、交流及び共同学習などの取組を行うことは有効

であると考えられること。 

 



９ 病気療養児の教育に当たり、当該学校等及びその設置者は、保護者、医療機関

等との十分な連携体制を確保し、当該児童生徒の病気の種類や病状等に応じた適

切な指導、緊急時の対応等について、医療機関、特別支援学校等から必要な助言・

指導を得るようにすることが望ましいこと。 

なお、病院を退院後も、引き続き、治療や生活規制のため通学が困難な場合、

入退院を頻繁に繰り返す場合等においても、当該児童生徒の状況に応じ、継続し

て教育が行われるよう、当該学校等及びその設置者は、保護者、医療機関等との

十分な連携体制を確保するようにすること。 

 

第４ 指導要録における記載等 

 １ 本通知に沿って病気療養児に対する ICT等を活用した学習活動を行い、指導要

録上出席扱い等とする場合は、「小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等に

おける児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等について」（平成 31 年３月 29

日付け 30文科初第 1845号文部科学省初等中等教育局長通知）を踏まえ、出席日

数の内数として出席扱いとした日数及び病気療養中の授業配信によることを記

入すること。 

 

 ２ その他、指導要録における記載等については、引き続き、「学習指導要領の一部

改正に伴う小学校、中学校及び特別支援学校小学部・中学部における児童生徒の

学習評価及び指導要録の改善等について」（平成 28年７月 29日付け 28文科初第

604号文部科学省初等中等教育局長通知）によるところとすること。 
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